
1.　 緒 　 　 言

地球温暖化，都市人口の増加，中間所得層の増加などを背
景に，世界的にヒートポンプ型空調機の需要の増大が予想 1)

されており（図1），空調機台数の増加に伴う世界的な電力需
要の増大が予想される。一方，高効率空調機の導入による将
来の電力需要の削減の可能性も予測 1)されており（図2），空
調機の効率化は喫緊の課題といえる。これらの空調機用の熱
交換器にはフィン＆チューブタイプが広く用いられており，
その多くは平板状のアルミニウム製フィンと，丸管型の銅製
内面螺旋溝付伝熱管で構成されている。このような丸管型の
銅製伝熱管の内面には熱交換性能を高めることを目的として
螺旋溝が形成されており，さらに熱交換性能向上のための内
面溝形状の改良や管の細径化等の開発が進められてきた 2)‒4)。
近年では，銅地金の価格高騰および資源枯渇リスクへの対
応として，銅と比べて安価で価格変動が小さく，かつ資源枯
渇リスクの低いアルミニウムへの材料置換（図3）が期待さ
れている。しかしアルミニウムの熱伝導率は銅よりも劣るた
め，空調機の高効率化においてアルミニウム製内面螺旋溝付
伝熱管の伝熱性能向上は重要な課題である。
そこでMAアルミニウムでは，押出し加工によって複雑か
つ微細な断面形状を得ることができるアルミニウムの特徴を
活かし，押出し加工によって作製したアルミニウム製内面直
線溝付管を素管に用い，引抜きと同時にねじりを付与するこ
とによって内面螺旋溝付伝熱管を得る新たな加工法として，
「TT法 ®」を開発した。本記事ではTT法の開発内容を中心に
解説する。
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図1　家庭における冷房機器所有率（タイプ別） 1)

図2　 ベースラインおよび高効率冷房シナリオにおける空間冷
房のための世界の電力消費量と2050年における国・地域
別の省エネルギー量 1)

銅製 アルミニウム製

図3　内面螺旋溝付伝熱管の材料置換
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2.　 開 発 課 題

アルミニウム製内面螺旋溝付伝熱管の製造方法として，従
来の銅製伝熱管の製法である溝転造法 2)を適用することがま
ず考えられる。しかし，溝転造法をアルミニウム製伝熱管の
製造に適用した場合，管内面形状の自由度が低い，フィン先
端欠損が生じやすい，管内にアルミ滓が生じやすい等の課題
がある。内面螺旋溝形状の工夫によりアルミニウム製伝熱管
の伝熱性能向上を図るためには，これらの課題を解決できる
新たな製造方法の開発が必要であった。
ところで，アルミニウムは，本来高い成形性を有し，押出
し加工によって複雑かつ微細な断面形状が得られることが特
徴である。この特徴を活かせば，フィン先端欠損や内面アル
ミ滓のない，より最適な内面溝形状を得ることができる。し
かしながら，押出し加工によって得られる内面溝付管では，
内面溝は押出し方向に平行な直線状となる。内面溝を螺旋状
とすることは伝熱管の伝熱性能向上に有効であるが，中空管
に対して単純にねじり変位を付与すると容易にねじり座屈が
生じ，所望のねじり変形を付与することはできない。そこで，
ねじり座屈を抑制しつつ中空管に大きなねじり変形を与える
方法について検討し，引抜きと同時にねじりを付与する新た
な加工法である「TT法 ®」を開発した。

3.　 開 発 内 容

3. 1　 TT法の概要
図4の模式図を用いて，開発したTT法について説明する。

図では素管は左側（上流側）から供給され，右側（下流側）

へ向かって加工が進行する。図4（a）の全体図に示すように，
装置は，引抜きダイスの上流側と，ダイスを含む下流側に大
別される。枠線で囲まれた上流側の設備（素管供給のフィー
ダーまで）は，引抜きダイスの軸を中心軸としてフレームご
と公転する。以下，公転する上流側フレームから順に管の移
動に沿って装置の詳細を説明する。
まず，直線溝素管は，上流側フレーム内のアンコイラーか
ら巻き出され，直管となる。この素管はツイスタと呼ばれる
孔形溝ロールの外周に一旦巻き付けられる。次いでツイスタ
から巻き出された素管は，引抜きダイスの軸（パスライン）
に沿った直管となり，引抜きダイスに挿通される。アンコイ
ラーとツイスタは同一のフレームに取り付けられており，両
者はこのフレームとともにパスライン回りに公転する。これ
により，ダイスとツイスタの間で直管にねじりトルクを加え
る。また，アンコイラーの巻出しトルクを調整することで，
引抜きダイスの上流から後方張力を付与する。
引抜きダイス内に進入した素管には，ダイスによる縮径変
形と後方トルクによるねじり変形が同時に与えられる。引抜
きダイスを通過した管は，外周の接線がパスラインと一致す
るよう配置されたキャプスタンに巻き付けられる。なお，引
抜き力はこのキャプスタンロールによって付与されている。
最終的に加工された管は，キャプスタンの下流のコイラーで
巻き取られる。
以上のように，本加工法では，通常の長尺管材の空引きプ
ロセスの上流側設備をフレームごと管軸回りに回転させるこ
とでダイス進入前の素管にねじりトルクを付与する。このよ
うな構成によって，引抜きダイス内部において縮径変形とね
じり変形を同時に付与し，長尺の内面螺旋溝付管を連続的に
製造することができる。
本加工法では，下流側キャプスタンの回転による管の出側
引抜き速度と上流側ツイスタの公転回転数の関係を調整する
ことで，成形される内面螺旋溝のねじり角ψを所望の値に設
定することができる。ただし，管の出側引抜き速度に対して
ツイスタの公転回転数を過度に高めた場合，管にねじり座屈
（図5）が生じる。図6に，管のねじり座屈に及ぼす引抜きリ
ダクションRの影響を実験的に調査した一例を示す。引抜き
リダクションRの増加に伴い，管のねじり座屈に対する限界
ねじり角ψ Lは増加し，より大きなリダクションRを与えたほ
うが管のねじり座屈を抑制できる結果となっている。このこ
とから，引抜きとの複合がねじり座屈抑制効果をもたらして
いると考えられる。
なお，本加工法の名称である「TT法」は，「Tornado Twisting ®

図5　 TT法で作製した内面螺旋溝付管の一例（引抜きリダク
ションR＝20%） 5)図4　TT法の模式図 5)
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法」の略であり，効率の良い螺旋溝の形成と，伝熱管内部を
流れる冷媒の旋回による伝熱性能向上をイメージしたもので
ある。

3. 2　 TT法のねじり座屈抑制メカニズム
引抜きリダクションRの増加に伴い限界ねじり角ψLが増加
する原因について，有限要素解析を用いて検討する。図7に，
検討に用いた解析モデルを示す。解析にはLS-DYNAを用い
た。素管は外径ϕ10 mm，肉厚0.5 mmとし，内面溝を省略し
てシェル要素によりモデル化した。素管の塑性特性は，Mises
の降伏条件（等方硬化）を仮定してA3003-H112相当の変形抵
抗を与えた。成形条件は，引抜き速度とツイスタ公転回転数
から決まるねじり角を20°で一定として，引抜きリダクショ
ンを10%，20%および30%の3条件で設定した。なお，ダイ
スと管の摩擦係数はμ＝0.08とした。
図8に管の断面に生じる長手方向軸力FzとねじりトルクT
の軸方向の推移を示す。図の横軸の z＝0 mmがダイス出口
（テーパ面とベアリングの境界）を示す。ダイス出側の軸力
（引抜き力）Fzは，リダクションRの増加とともに増加する。
一方，ねじりトルクTは，リダクションRの増加とともに減
少する。リダクションの増加によりねじりトルクが減少する
傾向は，前述の実験結果においてリダクションの増加により
ねじり座屈が抑制される傾向と対応している。
図9に，管の軸方向各位置におけるMisesの相当応力σ と同

位置における流動応力σ εY ( )p を示す。実線は材料に生じて
いる応力成分から計算されるMisesの相当応力σ を示し，破
線は塑性変形によって加工硬化した状態の流動応力σ εY ( )p

を示す。つまり，実線と破線が一致している状態は，降伏条
件を満たしていることを示し，塑性変形が進展している。

ダイス入側では，20%および30%リダクションで，破線よ
り実線が低く，未降伏状態で引抜きダイスに進入している。
しかし，10%リダクションでは，ダイス進入前にすでに降伏
条件σ σ= Yをほぼ満たしている。ここで図6の実験結果にお
けるねじり角ψ＝20°の条件に着目すると，20%および30%リ
ダクションは成形可能領域であるが，10%リダクションはね
じり座屈が生じる条件となっている。実験において低リダク
ションでねじり座屈が生じやすくなる傾向と，解析において
低リダクション条件の上流側で管材の応力状態が降伏条件に
近づく傾向が対応している。引抜きリダクションが低い場合
にダイス入側の素管の応力状態が降伏条件に近づくことで，
変形が不安定になり，実験結果で示されたねじり座屈が引き
起こされるものと推測する。
引抜きリダクション増加に伴うねじりトルクの減少のメカ
ニズムをさらに詳細に検討するために，各応力成分の推移を
図10に示す。本解析ではシェル要素を用いているため，考察
対象となる応力成分は，長手方向垂直応力σ l，管の円周方向
垂直応力σθおよび管壁面内せん断応力τθ lの3成分である。応
力成分は肉厚中央面の値で評価する。図では，ダイス内の各
位置において，降伏条件σ σ= Yを満足するための各応力成分

図7　TT法のFEMモデル 5)

図6　 TT法における管のねじり座屈に対する限界ねじり角に及
ぼす引抜きリダクションの影響 5)

図8　 管の断面に生じる長手方向軸力とねじりトルクの軸方向
推移（ねじり角ψ＝20º） 5)

図9　 管の軸方向各位置におけるMisesの相当応力と同位置に
おける流動応力（ねじり角ψ＝20º） 5)
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の寄与を考察しやすいように，応力成分を，その時点での流
動応力σ εY ( )p で除して正規化（無次元化）して示す。
本解析ではMisesの降伏条件を仮定しているため，塑性変
形中の材料は以下の降伏条件を満たす必要がある。

 σ σ ε σ σ σ σ τ σ εθ θ θ− ( ) = − + + − ( ) =Y Y
p

l l l
p2 2 23 0  （1）

ここで式（2）は，管壁の曲げおよび厚さ方向の応力を無視
し，平面応力状態を仮定したMisesの降伏条件式である。式
（1）を流動応力σ εY ( )p で正規化した降伏条件式を以下に示
す。

 σ σ σ σ σ σ σ τ σθ θ θl l lY Y Y Y
− − − −( ) − + ( ) + ( ) =1 2 2 1 2 1 2

3 1  （2）

塑性変形中の管壁の応力状態は，常にこの式を満たす。
管材は出側の引抜き力により縮径・延伸されるため，ダイ
ス内では，引張りのσ lおよび圧縮のσθが生じる。これらは引
抜きリダクションの増加にしたがって増加する。本加工法で
は管材をねじるためのせん断応力τθ lがこれらに重畳する。
引抜きリダクションを大きくすることで，軸方向応力成分

σ σl Y
−1および円周方向応力成分σ σθ Y

−1は，それぞれ正と負の方
向に絶対値が大きくなる。これにより降伏条件式では平方根
のなかの第1から第3項がすべて増加する。塑性変形中は式
（2）を満たすため，残る第4項の3 1 2

τ σθ l Y
−( ) の値は，小さくな

らざるを得ない。よって，せん断応力τθ lの値は，同じねじり
角を与えた加工条件であっても引抜きリダクションの増加に
ともない低下することになる。つまり，図8で示した引抜き

リダクションの増加によって生じるねじりトルクTの大きな
減少は，単純に加工中の管の平均直径が減少することのみに
起因するのではなく，ダイス内の縮径・延伸にねじり変形が
重畳することも影響している。以上の複合的な要因によって
生じるねじりトルクTの減少の結果，高リダクション側でダ
イス入側のねじり座屈が抑制される。

4.　 開発の効果と発展性

TT法により作製したアルミニウム製内面螺旋溝付伝熱管
の一例を図11に示す。TT法によって管のねじり座屈を抑制
することで，管内面溝を螺旋化できている。本事例のねじり
角はおよそ20°であるが，TT法では最大40°程度のねじり角を
付与できる。

TT法と溝転造法でそれぞれ作製したアルミニウム製内面
螺旋溝付伝熱管を比較観察した事例を図12に示す。溝転造法
で見られるフィン先端の欠損および管内面アルミ滓は，TT
法の観察例では認められない。また，押出加工では，溝転造
法では必須となるフィンの抜き角が不要のため，図12に例示
するような高く細い長方形フィンの加工も可能である。

TT法で製造した，高く細い長方形フィンを有する伝熱管
の伝熱性能を，従来形状と比較した例を図13に示す。本事例
では，高く細い長方形フィンを有する伝熱管の伝熱性能は，
従来形状よりも優れている。
本技術の開発によって，高性能なアルミニウム製内面螺旋
溝付伝熱管の製造が可能となり，アルミニウム製伝熱管を使
用したヒートポンプ型空調機の性能向上および消費電力低減

図11　 TT法により作製したアルミニウム製内面螺旋溝付伝熱
管の例

図10　 管の軸方向各位置における各応力成分（ねじり角ψ＝
20º） 5)

図12　 TT法と溝転造法で作製したアルミニウム製内面螺旋溝
付伝熱管を比較した例

図13　 TT法で製造した長方形フィンを有する伝熱管と従来形
状伝熱管の伝熱性能を比較した例
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に貢献できる。また，ヒートポンプ型空調機の需要の大幅な
増加に対して，より安価かつ安定的に伝熱管を提供すること
が可能となり，ヒートポンプ型空調機のさらなる普及に貢献
できる。
さらに，伝熱管の素材を銅からアルミニウムに置き換える
ことによって，アルミニウム製フィンとアルミニウム製伝熱
管からなるモノマテリアル熱交換器を実現できる。モノマテ
リアル化によって使用済み熱交換器のリサイクルが従来より
も容易となり，熱交換器の製造におけるGHG排出の低減や
資源利用におけるサスティナビリティの向上が可能となる。

TT法により製造したアルミニウム製内面螺旋溝付伝熱管
は，国内の複数の空調機メーカーに採用され，量産中である。

5.　 ま と め

TT法で製造したアルミニウム製内面螺旋溝付伝熱管は，

Tornado Twistingというユニークな愛称と相まって，市場より
高い注目・評価を得ている。今後は，用途展開の拡大を図る
とともに，さらなる性能・品質および生産性の向上に取組
み，高性能・高効率な伝熱管の提供を通じて持続可能な社会
の発展に貢献する。
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